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+2010年度  事 業 報 告 書 
 2010年 1月 1日から 12月 31日まで 

 

特定非営利活動法人 ACE 

 

【事業全体の報告】 

2010年度１年間で、インド、ガーナの国際協力事業を通じて、328人の子どもたちを児童労働から保護し、

新規就学を達成することができた。現地プロジェクトの実績が徐々に認められ、チョコレートやコットン

に関連する企業からの寄付や連携事例が増えてきている。また、「しあわせを運ぶ てんとう虫チョコレー

ト」や「コットンボール OC タオルハンカチ」を含む寄付つきグッズの販売を通じて、消費者、市民に寄付

と啓発の機会を提供することができた。政策提言の CSR レビューの実施や社会的責任に関する円卓会議へ

の参加なども進み、企業の本業における児童労働防止の取り組み提案や、政府の政策レベルにおける児童

労働問題への意識づけなども前進させることができた。 

 

 

【啓発事業のハイライト】 

1. 第１回 ACE児童労働アカデミーを開催。九州、関西、東海などの地域からの参加者を含め 19 名の大学

生、社会人が参加。個人や地域、グループでその後のアクションにつながった。 

2. 第２期チョコファシリテーター連続育成講座を実施。講師派遣に参加できるファシリテーターが増え

たおかげで、「おいしいチョコレートの真実」ワークショップの実施回数を増やすことができた。 

3. 第７回目となるチャリティフットサル大会にあわせて、「フットサル募金」の協力を参加者、ボランテ

ィアに呼びかけたことにより、大会以外の場で参加者の方々に周囲の人たちに伝え、募金を呼びかけ

る活動に参加してもらうことができた。 

 

【政策提言事業のハイライト】 

1. CSR コンサルティングを 1 件受注し、企業の原料調達現場において、現地レビューを実施することが

できた。 

2. 「社会的責任に関する円卓会議」において運営委員を務めた。また、「地球規模課題への参画」ワーキ

ンググループの主査を務め、本円卓会議に参加する政府、事業団体、金融セクター、消費者団体、労

働組合、NPO/NGO が共に取り組む「安全・安心で持続可能な未来に向けた協働戦略」における本円卓

会議の地球規模取組み課題に児童労働を含めることができた。 

3. 児童労働ネットワーク（CL-Net）の活動の中で、意見交換会（外務省、厚生労働省主催）や院内集会

（CL-Net 主催）など、政府関係者へ児童労働の情報を伝える機会を作ることができた。 

 

【ネットワーク構築・協働事業のハイライト】 

1. 児童労働ネットワーク(CL-NET)の「児童労働をなくそう!10 万人署名」活動において、目標を大きく

上回る 20万 36 筆の署名を全国から集めることができた。署名は、外務省（副大臣）、厚生労働省（副

大臣）、文部科学省（政務官）の政務三役へ提出し、日本政府の児童労働への取り組み強化を直接訴え

ることができた。 

2. 昨年度より参加している「CSR を応援する市民・NPO ネットワーク」の活動において、「NPO が提案す

る CSR 基準案」の作成に参加し、新潟、大阪、東京でシンポジウムを開催することができた。東京の

シンポジウムにおいては、スピーカーとして ACE の取り組み事例なども発信することができた。 

3. 「動く⇒動かす」主催の「STAND UP TAKE ACTION キャンペーン」のアクションを、ACE 児童労働アカ

デミー参加者に紹介し、ネットワークの活動を啓発活動、地域やグループでの活動の活性化に活かす

ことができた。 
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【国際協力事業のハイライト】 

1. 2009年度より、ガーナのカカオ生産地域、アシャンティ州クワベナ・アクワ村で実施している「スマ

イル・ガーナ プロジェクト」において、人身取引の被害児童 2名を保護し、親元へ帰還させることが

できたとともに、32人の子どもの新規就学を達成することができた（累計 94人）。 

2. インド、アンドラ・プラデシュ州のコットン生産地域での新規プロジェクト「ピース・インド プロジ

ェクト」を、現地 NGO、SPEED との共同で開始。児童労働者として特定された 157 人の子どものうち、

107人の新規就学を達成することができた。 

3. インド、ラジャスタン州の 3 村（ラグナツプラ村、ビハジャール村、タルヴァ村）にて、インド「子

どもにやさしい村」プロジェクトを新規に開始し、3 村で 189 人の子どもの新規就学を達成するとと

もに、村での子ども村議会の設置に成功した。 

 

【広報事業のハイライト】 

1. 5周年事業の一環として、詩人の谷川俊太郎さんに児童労働をテーマにした詩「そのこ」を書き下ろしていただ

き、イラストや映像制作等のプロの方々のご協力により、ポスターや映像を作成することができた。 

2. 「児童労働のない未来へ」キャンペーンの特設サイトとリーフレットを制作し、寄付やマンスリーサポーターの申

込窓口を増やすことができた。またキャンペーン期間にあわせて、Dff.jp に広告を掲載することで、寄付者、サ

ポーターの増加につなげることができた。 

3. 広報物の制作にご協力いただくデザイナーの方が増えたことで、広報物の種類を増やし、質も高める

ことができた。 

 

【ソーシャルビジネス事業のハイライト】 

1. チョコレートやコットンに関連する企業との連携により、CRM による企業の大口寄付が増えた。同時

に ACEの知名度や信頼性向上、スタッフのモチベーションアップにもつながった。 

2. 「しあわせを運ぶ てんとう虫チョコレート」をはじめとする、寄付つきオリジナルグッズの販売が

好調で、協力方法の選択肢を広げることができた。また認知度の向上にもつながった。 

3. ５周年事業への企業協賛の協力を呼びかけた結果、目標金額を上回る協賛金を獲得することができた。 

 

【NPO 法人化 5 周年事業のハイライト】 

1. インド、ガーナから現地パートナーNGO のスタッフを各１名ずつ、ガーナから支援対象地の子ども 1

名を招聘して、東京、大阪、愛知、三重の各都府県でシンポジウムや交流会等を実施し、のべ 600 人

に児童労働の現状や ACE の活動について伝えることができた。 

2. 海外ゲストの来日にあわせて、連携している学校や企業の関係者と面会し、現地の活動成果を直接伝

え、支援継続の必要性を実感してもらうことができた。 

3. 海外ゲストに日本の支援者と直接交流してもらうことで、現地での活動へのモチベーションを高めて

もらうことができた。 

 
 
【事業実施体制】 

 
1. 政策提言・ネットワーク担当の常勤職員 1 名とインターン 4名を採用し、常勤スタッフ 6 名、パートタ

イムスタッフ 1 名、インターン 4名の事務局体制で事業を実施した。大学が主催するインターンシップ

制度に協力し、3名の短期ユニボランティアの受け入れも行った。 

2. 認定 NPO 法人の認定を国税庁より受けることができ、組織の信頼性向上や寄付者のみなさまへの税控除

が可能になった。 
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１ 事業の実施に関する事項 
 
（１）特定非営利活動に係る事業 

事

業 
内容 実施時期 実施場所 

従事

者の 

人数 

受益対象者の範囲 

および人数 
支出額（円） 

啓
発
事
業 

 

１．講師派遣 通年 

（45件） 

都内および全国

各地 

4名 講演、ワークショップ

受講者 4,796人 

764,013 

 

２．イベントの開催 

2-1 チョコファシリテーター

育成連続講座 

4～7月 東京都、神奈川

県 

2名 講座に参加した学

生、社会人 9人 

146,033 

 

2-2 ACE児童労働アカデミー 7/31-8/1 

 

東京都 9名 アカデミーに参加し

た学生、社会人 19

人 

722,210 

2-3 第７回 ACE チャリティフ

ットサル大会 

9/4 埼玉県浦和市 9名 参加チーム 32チー

ム、 

約 300人 

643,253 

３．イベント、キャンペーンへ

の参加、出展 

2月、4月、5

月、6月、10

月、11月 

（計 9件） 

東京都、大阪

府、兵庫県、福

岡県 

9名 イベント参加者約

2,000人 

364,947 

４．教材貸出 通年 法人事務所 

および全国各地 

2名 貸出 26件 

対象者 1,918人 

143,333 

５.教材「おいしいチョコレート

の真実」の増刷、販売 

通年 法人事務所 

および全国各地 

3名 教材購入者 105人 143,333 

６．事務所訪問・問合せ対応 通年 

（5件） 

法人事務所 2名 事務所を訪問した生

徒、学生 46人 

143,333 

７．ボランティアコーディネート 通年 法人事務所、 

その他イベント 

4名 ボランティア登録

者、参加者のべ 346

人 

143,333 

８．原稿執筆、取材対応 通年 

（3件） 

法人事務所 3名 記事、書籍の読者 

不特定多数 

76,000 

政
策
提
言
事
業 

 
１．CSR コンサルティング 通年 東京都、 

ウガンダ共和国 

3名 対象企業および調

達先企業、パートナ

ー団体、原料生産

地の関係者 50人 

1,317,616 

２．講師派遣・原稿執筆 

 

通年 

（21件） 

東京都ほか 3名 講演参加者 1,425人 343,278 

３．企業訪問、情報収集、問

い合わせ対応  

通年 法人事務所 

および各地 

4名 対応企業 82社 227,370 

４．企業向けパンフレット、ウ

ェブページの作成、情報発信 

通年 法人事務所 

および各地 

3名 会員企業７社、 

ウェブサイト閲覧者

不特定多数 

143,848 

５．国際会議への参加 5月 オランダ 2名 会議参加者 259人 558,633 

６．ワーキングペーパーの発

行 

5～7月 法人事務所 3名 会員約 200名、 

その他購入者 

338,000 

７.「安全・安心で持続可能な

未来への社会的責任に関す

る円卓会議」への参加 

4-10月 東京都内 2名 円卓会議に参加し

たマルチステークホ

ルダー 

337,048 
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事

業 
内容 実施時期 実施場所 

従事

者の 

人数 

受益対象者の範囲 

および人数 
支出額（円） 

８.政府関係者との意見交換

会、院内集会の開催 

7月、11月 東京都内 3名 意見交換会、院内

集会の参加者約 60

人 

143,848 

９．アジア経済研究所主催

「児童労働根絶に向けたアプ

ローチ」研究会への参加 

通年 東京都内 1名 研究会に参加する 

委員 7人 

90,000 

10．「児童労働のない」認証ラ

ベル開発の検討 

3～6月 東京都内 3名 - 0 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
・協
働
事
業 

１．児童労働ネットワークの事

務局運営、運営委員会への

参加、児童労働反対世界デ

―キャンペーンと署名活動の

事務局運営 

通年 東京都内 3名 ネットワーク加盟団

体及びキャンペーン

賛同の 37団体、参

加者約 1万人、署名

協力者約 20万人 

1,440,756 

2.NGO-労働組合国際協働

フォーラム 

通年 東京都内 2名 フォーラムに参加す

る 26団体 

125,000 

3. 教育協力 NGO ネットワー

ク（JNNE) 

通年 東京都内 2名 ネットワークに参加

する 20団体 

120,000 

4.国際協力 NGO センター

（JANIC）理事会への参加 

通年 東京都内 1名 ネットワークに加盟

する 184団体 

260,000 

5.その他ネットワークへの参

加 

通年 東京都内 3名 ネットワークに参加

するのべ 928団体 

92,500 

国
際
協
力
事
業 

１．インド「子どもにやさしい

村」プロジェクト実施 

通年 

(2010～ 

2013年) 

インド  

ラジャスタン州 

ラグナツプラ村、

ビハジャール

村、タルヴァ村 

1名 新規就学した児童

189人、支援地域の 

就学年齢児童 

489人 

2,413,012 

２．「スマイル・ガーナプロジェ

クト」実施 

通年 

（2009～ 

2011年） 

ガーナ 

アシャンティ州 

クワベナ・アクワ

村 

2名 新規就学した児童

32人、支援地域の 

就学年齢児童 305

人 

5,402,708 

３．「ピース・インド プロジェク

ト」実施 

通年 

(2010～ 

2013年) 

インド アンドラ・

プラデシュ州 

ナガルドディ村 

2名 新規就学した児童

107 人、支援地域

の 

就学年齢児童 534

人 

3,836,806 

４．インド・スタディツアーの実

施 

6月、 

8-9月 

インド デリー、ラ

ジャスタン州 

2名 ツアー参加者 26名 463,273 

広
報
事
業 

 

1.各種パンフレット、年次報

告書、活動レポート等の作

成、配布 

通年 各地イベント会

場、施設 

9名 発行物を受け取る人 

不特定多数 

1,065,926 

2.メディアの取材対応、プレス

リリース発送 

通年 法人事務所 4名 記事等を読む人 

不特定多数 

598,500 

3.書籍の出版の企画 通年 法人事務所 1名 - 138,000 
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事

業 
内容 実施時期 実施場所 

従事

者の 

人数 

受益対象者の範囲 

および人数 
支出額（円） 

4.ウェブサイトの運営、更新 通年 法人事務所 6名 ウェブサイト訪問者 

約 13万人 

1,278,680 

5．団体のブランディング 未実施 - - - 0 

6.メールマガジンの配信 通年 法人事務所 6名 メールマガジン登録

者 5,078人 

498,300 

7.支援者とのコミュニケーショ

ン強化 

通年 法人事務所 4名 会員、サポーター 

約 300人 

434,000 

8.イベント広報 通年 法人事務所 

および各地 

9名 情報を受け取る人 

不特定多数 

7,440 

ソ
ー
シ
ャ
ル
ビ
ジ
ネ
ス
事
業 

 

１．マンスリーサポーターの募

集、キャンペーン実施 

通年 日本国内 

ネット上 

6名 講演、イベント参加

者不特定多数、 

データベース登録者 

909,410 

２． 寄付者の募集、募金箱

の設置、ドナーへの協力依

頼、報告 

通年 全国各地 

 

4名 募金箱設置者、 

助成団体、企業など 

482,288 

３．会員への情報発信、交流

イベント、Café ACEの実施 

通年 法人事務所 

および東京都内 

4名 会員、サポーター、 

関係組織約 600人 

476,425 

4.助成金の申請、報告 通年 法人事務所 6名 助成金を活用して行

う事業の受益者 

138,000 

5．Bag to the Future キャン

ペーンの実施 

通年 法人事務所 

および各地 

3名 商品提供者５９人 738,629 

6.各種グッズの販売、管理 通年 法人事務所、 

各地イベント、 

インターネット上 

9名 オンラインショップ利

用者５７７人、及び各

種イベント及び事務

所訪問時の購入者

多数 

4,718,031 

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
化
５
周
年
事
業 

 
1.「子どものしあわせリンクプ

ロジェクト」の実施 

・森永製菓工場見学 

・三輪田学園訪問 

・ウェルカムディナー 

・子ども交流プログラム 

・東京シンポジウム 

・５周年記念パーティー 

・大阪シンポジウム 

・五十鈴中学校訪問 

・名古屋交流会 

11月 15日～

26日 

東京都、大阪

府、三重県、愛

知県 

11名 イベント参加者、ボラ

ンティア約 600人 

3,457,593 
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２ 組織の運営に関する事項 

【年度方針】 

1.アカウンタビリティ向上のための体制整備 

2.職員の能力強化 

3.職員の増員 

4.職員の業績、労働効率、モチベーション向上 

 

内容 実施時期 実施場所 
従事者の

数 
主な内容 

１． 認定 NPO法人の認証 1月～3月 法人事務所 １名 ・ 2009年 12月申請。2月 23日訪問審査。 

・ 3月 31日認定通知。4月 16日～適用開始 

２．アカウンタビリティ 2008 の

取得 

3月 16日 法人事務所 3名 ・ 3月 16日にセルフ・チェック実施。 

・ アカウンタビリティマークの取得 

３． 総会の開催 2月 27日 総評会館 

三役会議室 

9名 ・ 正会員 119名のうち、出席 20名、書面による表

決 38名、委任状 7名（合計 65名） 

４．理事会の開催 毎月１回 

（9月除く） 

法人事務所 6名 ・ 経営方針の決定、財政状況、事業実施状況の

確認と対応の検討 

５．評議員会の開催  4月 25日、 

10月 30日 

法人事務所 9名 ・ 児童労働のソーシャルラベル事業化の検討 

・ 児童労働のない未来へキャンペーンの検討 

・ ACE111 達成状況の報告と 2012 年までの中期

計画の検討 

６．東京都、法務局、税務署

への報告、申告 

2月 法人事務所 

および各役所 

2名 ・ 3月 1日に各役所に報告書、申告書を提出 

７．戦略会議の開催 9月 21日

～23日 

法人事務所 6名 ・ ACE111達成状況の確認と、次年度計画、2012

年までの中期計画の見直し 

・ ファンドレイズの分析と方針の検討 

８． 会計管理と理事会への

報告 

1月～12

月 

法人事務所 2名 ・ 顧問税理士の契約 

・ 月次決算の作成と理事会への報告 

・ 決算の作成、監査 

９．職員育成計画、職務規

定、目標管理制度の試行 

未実施 法人事務所 2名 ・ 実行できなかったため、2011 年度の課題として

持ち越し 

10．労務管理 毎月 法人事務所 １名 ・ 裁量労働制導入と就業規則の施行 

・ 労働時間の短縮と休暇取得の推進は 2011 年

度への課題として持ち越し 

11．職員、インターン、ユニボ

ランティアの採用 

通年 法人事務所 2名 ・ 7 月より新規の経理・総務担当非専従職員を採

用（6月に前任者が退職） 

・ インターン 4 名採用（啓発、国際協力、ソーシャ

ルビジネス、5周年） 

・ ユニボランティア（大学からの要請によるインタ

ーン受入）開始、5名受入 

12．情報セキュリティの向上 通年 法人事務所 3名 ・ 十分に実行できなかったため、2011 年度の課

題として持ち越し 
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2010年度 会計収支決算書 
 2010年 1月 1日から 12月 31日まで 

 

特定非営利活動法人 ACE 
収入の部 本　　体 世界の子どもの権利基金 合　　計
１．会費収入 2,842,000 0 2,842,000 107%

　正会員 1,212,000 1,248,000 1,248,000 103% 12,000円×104口

  子ども・学生正会員 108,000 168,000 168,000 156% 6,000円×28口

　賛助会員 528,000 686,000 686,000 130% 6,000円×144口

　企業賛助会員 500,000 500,000 500,000 100% 50,000円×10口

　非営利法人賛助会員 300,000 240,000 240,000 80% 30,000円×8口

２．.寄附金収入 18,637,530 2,960,000 21,597,530 66%

   ACE111(一般寄付) 15,466,400 8,066,568 8,066,568 52%
Bag to the future キャンペーン、エコバック、
タンブラーによる寄付を含む

　チャイルドフレンドリー寄付 3,500,000 1,000,021 1,000,021 29%

　マンスリーサポーター 6,000,000 2,769,400 2,769,400 46%
　チョコ募金 4,000,000 3,067,241 3,067,241 77% てんとう虫チョコによる寄付含む

　コットン募金 3,650,000 3,707,100 3,707,100 102% OCハンカチタオルによる寄付含む

　その他指定 0 27,200 27,200 -
  世界の子どもの権利基金 0 2,960,000 2,960,000

３．事業収入 14,195,864 0 14,195,864 103%

　啓発事業 3,337,500 2,466,938 2,466,938 74%

　政策提言事業 2,715,000 2,810,465 2,810,465 104%
　国際協力事業 1,500,000 1,938,700 1,938,700 129%
　ネットワーク構築・協働事業 390,000 488,000 488,000 125%
　広報事業 156,000 52,903 52,903 34%
　ソーシャルビジネス事業 5,417,550 6,085,958 6,085,958 112%
　NPO法人化5周年事業 300,000 352,900 352,900 118% シンポジウム、パーティ参加費収入として

４．助成金収入 8,659,523 0 8,659,523 64%

５．委託事業収入 0 0 0 0%

６．その他収入 456,928 0 456,928 4569%

   利息収入 7,000 1,917 1,917 27%

　　その他 3,000 455,011 455,011 15167%

経常収入合計（A) 44,791,845 2,960,000 47,751,845 73%

支出の部

１．事業費 37,541,936 0 37,541,936 76%

　啓発事業 5,365,440 3,459,577 3,459,577 64% 担当スタッフの人件費含む

　政策提言事業 3,927,250 3,421,145 3,421,145 87% 担当スタッフの人件費含む

　国際協力事業 14,497,000 12,147,819 12,147,819 84% 担当スタッフの人件費含む

　ネットワーク構築・協働事業 2,082,750 2,065,046 2,065,046 99% 担当スタッフの人件費含む

　広報事業 8,022,760 4,027,006 4,027,006 50% 担当スタッフの人件費含む

　ソーシャルビジネス事業 10,060,080 8,963,750 8,963,750 89% 担当スタッフの人件費含む

　NPO法人化5周年事業 5,295,000 3,457,593 3,457,593 65% 担当スタッフの人件費含む

２．委託事業支出 0 0 0 -

３．管理費 10,775,441 840 10,776,281 84%

　役員報酬 552,000 178,000 178,000 32%

　給料手当 1,869,000 1,584,070 1,584,070 85% 事務局長、経理・総務パート職員、IT担当

　家賃 3,000,000 3,000,000 3,000,000 100%
　光熱水費 420,000 468,710 468,710 112%
　什器備品費 250,000 39,998 39,998 16%
　修繕費 20,000 21,420 21,420 107%
　消耗品費 456,000 419,114 419,114 92%
　通信運搬費 840,000 422,709 422,709 50% 固定電話、国際電話、送料

　印刷製本費 230,000 397,288 397,288 173%
　リース料 264,600 264,600 264,600 100% コピーリース

　租税公課 80,000 78,981 78,981 99% 法人税、都民税

　旅費交通費 1,263,060 704,190 704,190 56% スタッフ通勤費

　支払手数料 296,000 176,705 840 177,545 60%
　自動引落し経費 404,000 462,380 462,380 114%
　法定福利費 2,269,398 2,270,307 2,270,307 100% 労働保険、社会保険

　会議費 300,000 24,700 24,700 8%
　研修費 70,000 15,500 15,500 22%
　図書研究費 20,000 0 0 0%
　管理諸費 150,000 147,000 147,000 98%
  福利厚生費 0 35,193 35,193
  減価償却費 0 53,023 53,023
　雑費 0 11,553 11,553 -

経常支出合計（B） 48,317,377 840 48,318,217 78%

経常収支差額(C)=（A)-（B) △ 3,525,532 2,959,160 △ 566,372 -18%

その他資金収入 5,605,595 3,162,063 8,767,658

　　預託金収入 0 5,552,572 3,150,000 8,702,572

　　繰入金収入 0 53,023 12,063 65,086 減価償却分

その他資金支出 0 12,063 5,552,572 5,564,635

　　繰入金支出 12,063 5,552,572 5,564,635

当期収支差額 2,068,000 568,651 2,636,651

正味財産減少 7,401,771

　　建物付属設備減価償却額 △ 53,023 △ 53,023
　　預託金増加額 △ 3,150,000 △ 3,150,000

当期正味財産合計 2,014,977 △ 2,581,349 △ 566,372

前期繰越正味財産 7,401,771 0 7,401,771

次期繰越正味財産 9,416,748 △ 2,581,349 6,835,399

0

2,648,000

32,616,400

13,816,050

12,754,058

62,004,338

3,202,252

13,616,140

2,500,000

10,000

65,206,590

49,250,280

 



8 

 

特定非営利活動法人ACE

I 資産の部 （単位：円）

金 額

1 流動資産 8,953,453

現金・預金

現金 95,892

郵便振替 1,569,285

普通預金 4,973,643

売上債権

売掛金 1,197,785

未収金 262

棚卸資産

2

建物附属設備 264,482

保証金 1,200,000

資　　産　　合　　計

Ⅱ　負債の部

金 額

流動負債

預り金 362,536

預託金 3,150,000

未払法人税等 70,000

負　　債　　合　　計

Ⅲ　正味財産の部

金 額

正味財産合計

 前期繰越正味財産 7,401,771

 当期正味財産増減額 -566,372

負債及び正味財産合計

＜重要な会計方針＞

1.資金の範囲は、現預金および短期金銭債権債務です。

2.棚卸資産は、最終仕入原価法により計上しています。

3.有形固定資産は、法人税法の規程に基づき定率法により償却しています。

4.現金のうち、80,892円は外貨であり、期中レートにより換算し、期末日に

TTMにより評価しています。

5.消費税は税込経理により処理しています。

10,417,935

固定資産 1,464,482

10,417,935

科 目

3,582,536

3,582,536

1,198,047

1,116,586

科 目

6,835,399

　特定非営利活動に係る事業会計貸借対照表

2010年12月31日現在

科 目

6,638,820
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特定非営利活動法人ACE

I 資産の部 （単位：円）

金 額

1 流動資産 8,953,453

現金・預金

現金 15,000

外貨 80,892

郵便振替口座　下谷神社前郵便局 1,569,285

三菱東京UFJ銀行　上野支店（1170574） 1,671,199

三菱東京UFJ銀行　上野支店（1170566） 207,223

三菱東京UFJ銀行　上野中央支店（1751825） 1,376,337

三井住友銀行　上野支店　（8162692） 1,150,233

三井住友銀行　上野支店　（8162681） 568,651

売上債権

売掛金 1,197,785

未収金 262

棚卸資産

2

建物附属設備 264,482

保証金 1,200,000

資　　産　　合　　計

Ⅱ　負債の部

金 額

1 流動負債 3,582,536

預り金

給与源泉 141,186

社会保険料 187,795

報酬源泉 33,555

預託金

未払法人税等

負　　債　　合　　計

正  味  財  産  合  計

10,417,935

科 目

362,536

3,582,536

3,150,000

70,000

6,835,399

　特定非営利活動に係る事業会計財産目録

2010年12月31日現在

科 目

6,638,820

1,116,586

固定資産 1,464,482

1,198,047

I 資産の部
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特定非営利活動法人　ＡＣＥ

  ［経常収支の部］
    【経常収入】
      寄付金収入 2,960,000 
        経常収入  計 2,960,000 
    【事業費】
      事業費  計 0 
    【管理費】
      支払手数料 840 
        管理費  計 840 
          経常収支差額 2,959,160 
  ［その他資金収支の部］
    【その他資金収入】
      預託金収入 3,150,000 
      繰入金収入 12,063 
        その他資金収入  計 3,162,063 
    【その他資金支出】
      繰入金支出 5,552,572 
        その他資金支出  計 5,552,572 
          当期収支差額 568,651 
          前期繰越収支差額 0 
          次期繰越収支差額 568,651 

　 [正味財産増減の部]
　　【正味財産減少の部】
　　　預託金増加額 △ 3,150,000
　　　　正味財産減少の部　計 △ 3,150,000
　　　　　当期正味財産増加額 △ 2,581,349
　　　　　前期繰越正味財産 0
　　　　　次期繰越正味財産 △ 2,581,349

世界の子どもの権利基金　特別会計収支計算書

[税込]（単位：円）
《経常収支の部》

自 2010年 1月 1日  至 2010年12月31日
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2010年度 役 員 

 

 

理 事 岩附 由香 （代表） 

理 事 小林 裕 （副代表） 

理 事 白木 朋子 （事務局長） 

理 事 安永 貴夫  

理 事 新谷 大輔  

監 事 大石 貴子  

監 事 矢崎 芽生  

 

 

2010年度 評 議 員 

 

 

奥津 雷三  会社員 

郷野 晶子   UIゼンセン同盟 国際局局長   

白土 真由美    株式会社電通 電通総研 サステナビリティ研究部長 

薗田 綾子    株式会社クレアン 代表取締役 

田部 昇    明治学院大学名誉教授   

中嶋 滋     ILO理事（労働組合代表）   

中野 民夫  株式会社博報堂 CCディレクター 

長坂 寿久  拓殖大学国際学部教授   

初岡 晶一郎  姫路獨協大学名誉教授  

堀内 光子    文京学院大学客員教授 

渡邊 智恵子   株式会社アバンティ 代表取締役 

 

 

 

  


